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推定モデルの構造は以下の通りである。先に示したように、データは 2005 年と 2010 年
の 47 都道府県別のプールデータを用いた。 
 
ܶܨܴ௜,௧＝ߙ＋ߛＷ ∗ ܶܨܴ௜,௧＋ߚଵܴܲܫܥܧ௧ିଷ＋ߚଶܷܰܧܯ ௜ܲ,௧＋ߚଷܯܣܴܴ௜,௧ିଵ＋ߚସܻܣܶܫ ௜ܰ,௧ିଶ＋













ܷܰܧܯ ௜ܲ,௧は当年における都道府県別の失業率、ܯܣܴܴ௜,௧ିଵは 1 年前における都道府県別の婚












影響を及ぼす場合、だいたい 1 年程度のラグを要すると考えられるが、データの制約上 3 年
前の計数しか用いることができなかったからである。予想される符号条件は負である。 
また、いくつかの先行研究により指摘されているように、景気の悪化は出生行動に対して
負の効果を及ぼしているため（Bradshaw and Hatland 2006、Adsera 2004、阿部 2005、戸




































表 1 推定結果（物価指数は教育全体） 
 
注）括弧内は p 値。 
2005 年と 2010 年における都道府県別のプールデータを使用（サンプル数は 94）。 
 
表 2 推定結果（物価指数は授業料等、補習教育） 
 
注）括弧内は p 値。 




































1.152 1.070 1.2525 1.2214
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000)
-0.007 -0.005 -0.004 -0.002
(0.349) (0.465) (0.556) (0.767)
0.139 0.145 0.144 0.145
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000)
-0.000041 -0.000014 -0.000020 -0.000013
(0.180) (0.639) (0.569) (0.687)
-0.000000038 -0.000000040 -0.000000042 -0.000000043
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000)
-0.00000016 -0.00000009 0.00000007 0.00000011
(0.431) (0.653) (0.528) (0.294)
-0.567 -0.445 -0.880 -0.920
(0.056) (0.113) (0.000) (0.000)























また、前述の Butz and Ward (1979)の議論においては、女性の賃金と並んで夫（もしく








あり、行和が 1になるように基準化されている。このため、これに都道府県別の TFR を乗じ
ると、都道府県における県庁間の距離の逆数について加重平均されることを意味する。した
がって、空間重み行列Ｗに当年の都道府県別の TFR を乗じた変数（空間ラグ付き TFR と呼




















































































































































































この個別効果を考慮に入れてランダム効果モデルで推定した場合 6）の二つの結果を示す 7）。 





























































































だけでなく、空間ラグ付き TFR のパラメータを介して他地域の TFR を低下させるととも
に、その効果が当該地域における TFR へフィードバックするという波及効果をもたらす
ことになる。 
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